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大学教育研究センター等の運営形態、業務内容、
教職員構成の推移

松塚ゆかり（大学教育研究開発センター）
深野　政之（大学教育研究開発センター）

平成23年 8月 2日（火）と 3日（水）の 2日間にわたり、東京農工大学と一橋大学との共催で、一橋

大学国立キャンパスにおいて大学教育研究センター等協議会が開催された。

大学教育研究センター等協議会（以下「センター等協議会」）は、高等教育やその制度に関する意

見交換や共同研究、人事交流等を行うことを目的とし、平成 8年に国立11大学（北海道大学、東北大

学、筑波大学、東京大学、新潟大学、信州大学、京都大学、神戸大学、鳥取大学、広島大学、九州大

学）を会員校として設立された。平成23年度現在、会員校は36校である1。本学が本協議会の会員となっ

たのは平成17年、その後は毎年センタースタッフが積極的に協議会に参加し、他大学との情報共有を

図っている。

同協議会の開設当初の事業内容は、①研究交流のための大会開催、②情報交換のためのニュースレ

ター等の発行、③紀要出版等、とされているが、その後、共同研究の開催、外的資金への応募など、

多様なる活動を展開している。開催当時より事務局は広島大学高等教育研究開発センターに置かれ、

同センターは現在も幹事校を勤める。全国大会は平成21年度まで広島大学で開催されていたが、22年

度以降持ち回りとなり、22年度は東北大学、23年度は一橋大学が東京農工大学とともに主催大学となっ

た。

本年度のセンター等協議会のテーマは、事務局である広島大学並びに先回の開催大学である東北大

学から助言をいただいた上で、「大学教育研究センター等の運営形態、業務内容、教職員構成の推移」

とした。現在設置されているセンター等組織の活動は多岐にわたるが、

　　　ア）高等教育研究拠点型

　　　イ）共通教育運営型

　　　ウ）学部を含む全学包括的運営型

　　　エ）学習・教授法支援（FD）型

　　　オ）学生支援型

　　　カ）IR（評価・分析）型

と、大きく括ることができる。これら、センターの異なる「位置づけ」や「役割」を検討し、そこ

に至った経緯、その位置づけにおける強みや課題を、各形態の代表例を有する大学に発表をしていた

だくという趣旨であった。事前に全会員大学を対象にアンケートを行った結果、共通教育運営型を代

1  詳細は事務局である広島大学高等教育研究開発センターの以下のサイトを参照されたい。
http://rihe.hiroshima-u.ac.jp/viewer.php?i=217
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表する大学として香川大学、学部を含む全学包括的運営を行っている金沢大学、学習支援面で新規事

業を展開している北海道大学、保健管理センターを学生生活支援の一環として位置づけた東北大学、

学生調査を先導する東京大学に発表していただくこととなった。以下は各発表の要約である。

「共通教育運営型」の代表例として、香川大学・武重雅文センター長より、共通教育スタンダード

の設定、共通教育の到達基準とカリキュラム・マップの作成、共通教育コーディネーター制等の経験

について報告があった。現在、「教養学部構想」に代わる地域貢献型の新学部設置が求められている

とのことであった。

「学部を含む全学包括運営型」の代表例として、金沢大学・西山宣昭教授より、学部教育改革を支

援するセンターの活動について報告があった。学類の DP明確化、カリキュラムマップと成績評価と

の関連に関する FD支援、協調学習設計に関する研究など、第2期中期計画に基づいた質保証システ

ムの構築を支援しているとのことであった。

「学習・教授法支援（FD）型」の代表例として、北海道大学・斉藤準氏より、今年度より導入され

た「総合入試」制度の対策として設置されたアカデミック・サポートセンターの活動について報告が

あった。学生の主体的な学修を保障するための修学・学習支援体制を確立したことにより、これまで

稼働率が高く、利用満足度も高いことが紹介された。

「学生支援型」の代表例として、東北大学・羽田貴史教授より、保健管理センターの学生支援活動

について報告があった。東北大学高等教育開発推進センターは、入口から出口までの学生支援を行う

総合的な活動の一環として、保健管理センターを重要な一部門としており、保健管理センターの統合

による学生相談との連携、健康教育活動、社会連携活動、教育研究活動といったメリットが紹介され

た。

「高等教育研究拠点、IR（評価・分析）型」の代表例として、東京大学・小林雅之教授と劉文君氏

より、東京大学・大学総合教育研究センターの IR活動について報告があった。①高等教育改革動向・

教育政策分析、②大学評価・ベンチマーキング・ランキングの研究、③大学財政研究、④学生調査等

の活動について紹介があり、大学の戦略的計画策定・実践に向けた課題が提示された。

5つの大学から発表をいただいた後、形態別に 5つの分科会に分かれ、代表校の発表に関する討議

とともに、参加大学のセンター活動、学習支援活動等に関する実践報告を行い交流した。

本年度からは国立系大学だけでなく、私立大学の大学教育研究センタ―も会員として参加していた

だくことを検討した。その試みの一環として、本協議会設立時の会長であり、現在くらしき作陽大学

学長の有本章先生が主催されている私立大学ネットワーク「全国高等教育研究所等協議会」を通じて、

複数の私立大学にオブザーバーとして参加していただいている。

参加者アンケートでは、代表校発表、分科会ともに「役立つものであった」との回答が圧倒的であ

り、特に分科会について、少人数で代表校発表について話し合うことができ有意義であったとの感想

を多くいただいた。
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全国から多数の参加をいただき、運営にご協力いただいた皆さまに、あらためて感謝申し上げる。

来年度は、愛媛大学を会場校として開催する予定である。

添付資料：

＊全国大学教育研究センター等の運営形態、業務内容、教職員構成に関するアンケート

＊協議会開催ポスター

＊協議会プログラム
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